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6月 藤沢市議会定例会が、 6月 6日から 6月 24日 までの日程で

開催されました。

主な内容は、工事請負契約の締結（藤沢公民館・労働会館

等複合施設建設工事）、藤沢市公文書等の管理に関する条例の

制定、藤沢市市営住宅条例の一部改正、平成 28年 度藤沢市一

般会計補正予算（第 2号）、出資法人の経営状況（事業計画）

報告などです。

私は、市が提案した全ての議案に賛成し、可決されました。

【東京オリンピック・パラリンピック】 【待機児童と対策】

●ソフト面の対応 本市では、昨年度 514人の定員拡大を図ったものの、最

①市役所の体制 終的に今年の 4月 1日現在で国基準の待機児童数は 55人（※

今年度より企画政策部に「開設準備担当」を設置 昨年は 83人）となりました。

し、神奈川県に引き続き 2名の職員を派遣して準備を しかし、実際に申し込んでも入れなかった入所保留児童

進めています。 数は 810人いることから、来年 4月までにさらに 702人 の定

②リオオリンピックの視察 員拡大をめざしています。

神奈川県に同行し、セーリング競技を始め、セキ ●具体的な定員拡大策

ュリティ対策・ボランティア活動等の視察を行うほ ①認可保育所の新設 ②既存園の再整備 ③認可外保育

か、事前キャンプ誘致に向けたシティセールスを実 育所の認可化 ④小規模保育事業所の新設整備 等

施していく予定となっています。

●ハード面の整備 【タバコ対策】

①会場周辺 策定中であったガイドラインの内容が、県の「受動喫煙

片瀬江ノ島駅・駅前広場改修や江の島島内のバリ 防止条例」よりも厳しいものとなっており、経済状況の落

アフリー化に向けて基礎調査を行っています。 ち込みを懸念する団体などから意見が多く寄せられたこと

②ホテル誘致 を受けて、最終案では「ガイドラインは規制を目的とする

観光客の増加が見込まれる中、宿泊施設の確保が ものではない」という一文が追加されました。

大きな課題となっています。そこで藤沢市としても 県条例により全面禁煙を実施した飲食店では平均 20～ 30

固定資産税や都市計画税の免除期間を設けるなど、 ％の売り上げが落ちたとの報告もあることから、追加内容

支援策をとる中でホテル誘致をしていくこととなり が周知徹底されていくことを願います。

ました。要件については次のとおりです。

【今年度の補正予算】

今年度の当初予算は、市長選挙を控える中で、新しい市

長の政策に対応するため、最低限の編成を行う骨格予算と

なっていました。結果としては鈴木市長の続投となりまし

たが、今回は骨格予算に肉付けする形で主に政策的事業な

ど 77事業・約 33億円（総額1,417億円）が可決されました。

【市民病院のサービス残業問題】

【給付型奨学金制度の創設】 昨年、労働基準監督署からの是正勧告に伴い、市民病院

私が所属する「民主クラブ」では、これまで世田谷 職員の過去 2年にわたる時間外勤務手当の未払い分として、

区の若者支援策等を視察するなど、積極的に給付型の 約 1億 3千万円の補正予算案が可決されました。

奨学金制度の必要性を訴えてきました。 職員組合が実施したアンケートによれば、長年にわたり

今回、同会派の竹村議員の質疑答弁の中で、「一定所 時間外勤務をつけにくい文化が浸透していることが分かっ

得に満たない世帯を対象に、学習意欲のある子どもに ています。

ついては学業に専念できる金額を支給していく」とし 今回、私はこの補正予算常任委員会の委員として、厳し

た奨学金制度の導入を確認することができました。今 くく指摘をする中で改善を求めました。市民病院職員が今

後については、住宅支援（家賃負担）など、総合的な 後やりがいを持って働くことができ、市民にとって信頼さ

支援体制となることを求めていきたいと考えています。 れる病院になるよう注視していきます。

■支援要件

客室数
平均客室
面積

その他

1 80以上 13㎡
200人以上収容の多目的ホール
を併設なら55部屋以上

2 40以上 18㎡
200人以上収容の多目的ホール
を併設した場合
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